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指定確認検査機関の処分の基準（案）に対する主なご意見の概要と 

それに対する国土交通省の考え方について 

 

ご意見 国土交通省の考え方 

以下の理由から、『目的』に、「平成 17 年 11 月以

降発覚した構造計算書偽装問題が国の建築制度の

不備によるものであるとの反省に基づき、」を追

記。 

・ 建築行政の不備により個人に対し多大なる被

害を生んだ事が契機であることから、国はその

責任を明確にし、その反省と同様な被害を将来

に亘り起こさないと言う決意を明示すべき。 

 

 

原案のとおりとします。 

 

 

 

・ 本処分基準については、今回の耐震偽装問題の

ためだけに制定するのではなく、今後発生する

事案も含め、指定確認検査機関に対する処分一

般を適正に行うためのものであること、また、

確認検査業務の公正かつ的確な実施を確保す

ることを目的としていることを明記しており、

同様の事案のほか不正行為等の発生の防止を

意図しているものです。 

・ 国が処分を行う際の立場を明記すべき。 ・ 本処分基準は建築基準法第 77 条の 30 又は第

77条の35第2項の規定に基づく処分に関する

ものであり、国土交通大臣が指定した指定確認

検査機関を監督している立場で処分するもの

です。 

以下の理由から、『処分の基本方針』を、「建築物

に関し、国の責任において国民の生命、健康及び

財産の保護を図るという法の目的を踏まえつつ、

国の一切の責任において」と修文。 

原案のとおりとします。 

・ パブコメ案どおり処分が課されるとしても、そ

の被害者の被害回復がなされることを確保で

きるものではない。 

・ 本処分基準については、建築基準法の規定に基

づいて不正行為等を行った指定確認検査機関

の処分を行い、確認検査業務の公正かつ的確な

実施を確保することを目的として制定するも

のであって、被害者の被害回復を図るために制

定されるものでないことをご理解頂きたいと

思います。 

・ 本基準運営上の責任主体を明確にしておく事

が必要。 

・ 上欄２つめの・を参照下さい。 

「５ 機関の処分の基準」の「(4)情状等による処

分の加重又は軽減」について、 

一部修正します。 

・ 「⑤ 積極的かつ速やかに是正(損失補填)に

対応した場合」は、機関が行うべき当然の義務

であると考えられることから削除し、「イ 処

分を加重すべき場合」に「住宅等の購入者に対

して積極的かつ速やかに是正(損失補填を含む

賠償)に対応しない場合」を加えるべき。 

・ 新築住宅の瑕疵担保責任については、建設工事

の請負人又は売主が果たすべきものであるこ

とから、案の内容としております。 

 



・ 「ロ 処分を軽減すべき場合」のうち、「⑤ そ

の他情状等を加味する必要がある場合」は、結

果的にあらゆる場合を処分の軽減にあてはめ

る事ができる抜け道規定であり、本基準の厳格

な運用を阻害するものであると考えられるこ

とから削除すべき 

・ 処分を加重すべき場合の⑧と同様、①から⑤に

掲げている軽減事由以外の事態が生じる場合

に対応する趣旨で規定しているものであり、恣

意的に処分の軽減を図るための規定ではない

ことをご理解いただきたいと思います。 

なお、「処分を軽減すべき場合」を「処分を軽

減できる場合」に修正します。 

・ 「ロ処分を軽減すべき場合」のうち、「③行為

を行うにつきやむを得ない事情がある場合」の

やむを得ない事情の具体的な例示をすべき。 

・ 「災害や指定確認検査機関の責めに帰すこと

のできない事故の発生等」の例示を追記しま

す。 

以下のように、処分内容を厳しくすべき。 原案のとおりとします。 

・ 根拠条項第 77 条の 35 第２項一、関連条項第

77条の 26に規定されている「確認検査義務違

反」に対する標準的な処分内容が業務停止命令

３月となっているが、指定確認検査機関が確

認検査義務違反を行うことは故意若しくは

重大な過失があった場合と考えられ、取消し

も視野に入れた処分内容を検討すべきでは

ないか。また、過失による軽度な確認検査義

務違反が想定されるのであればその点につ

いては明確に提示し処分は３月以上とすべ

きではないか。 

・ 確認検査義務違反とは、建築基準法第 77 条の

26 に基づき、確認検査を行うべきことを求め

られたときは、正当な理由がある場合を除き、

遅滞なく、確認検査を行わなければならないこ

とに違反した場合を想定していることから、案

の処分内容としているものであります。 

・ 根拠条項第 77 条の 35 第２項四、関連条項第

77条の 20一に規定されている「確認検査員の

必要人数基準への不適合」及び根拠条項第 77

条の 35 第２項四、関連条項第 77 条の 20 六に

規定されている「確認検査の業務を行うにつき

十分な適格性を有していない」に対する標準的

な処分内容が共に業務停止命令３月となって

いるが、指定確認検査機関が確認検査員の必

要人数基準に適合していなかったり、適格性

を有していないのであれば、その基準が満た

されるまでは業務停止を継続すべきであり、

その業務停止命令は上記違反に伴い最低３

月とすることを明確にしておくべきである。

・ ３月の業務停止命令後も依然として、確認検査

員の必要人数基準に適合していなかったり、適

格性を有していないのであれば、「５(３)過去

に処分を受けている場合の取扱い」に従って、

より厳しい処分が行われることとなります。 

・ 根拠条項第 77 条の 35 第２項五、関連条項第

77条の 31第１項に規定されている「①確認検

査の業務に関し必要な報告をせず、又は虚偽の

報告をしたとき」「②確認検査の業務の状況等

の検査を拒み、妨げ、又は忌避したとき」「③

確認検査の業務の状況等の質問に対して答弁

せず、又は虚偽の答弁をしたとき」に対する標

準的な処分内容が業務停止命令１月となって

いるが、指定確認検査機関が検査、報告を行

わない若しくは虚偽の報告等を行うことは

・ 報告事項は重大なものから軽微なものまで

様々なものが想定されますが、このうち指定基

準に関する事項など重大なものについては、他

の処分事由により、より重い処分内容となりま

す。 



当該指定確認検査機関は指定確認検査を継

続する資格があるとは考えられず、標準的な

処分内容は指定確認検査機関としての指定

取消しとすべき 

・ 情状等により処分を軽減すべき場合について、

機関が問題解決にあたった結果、すべて問題な

しとなった場合のさらなる軽減措置を考慮す

べき。また、①～⑥の２以上に該当する場合を

一律としているが、３以上、４以上でも区分し、

より細分化した軽減措置を検討すべき。 

 

 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が指定する指定確

認検査機関の行う確認検査の業務に係る不正

行為等を厳正に対処し、もって確認検査の業務

の公正かつ適確な実施を確保することを目的

として定めるものです。実際の処分に当たって

は、確認検査の業務に係る不正行為等に関し、

立入検査等により把握された事実に基づき、当

該処分基準に照らし、情状も加味した上で適切

に行われます。 

・ 先に愛知県において定められた指定確認検査

機関検査・監督要領（案）との整合を図るべき。

 

・ 指定確認検査機関の処分の基準については、策

定後、地方整備局長や都道府県知事あてに送付

する予定です。 

・ 以前（平成 14 年）にあった、確認検査員以外

の者による確認検査の実施に対する処分の事

例に照らした場合、今回の基準案でみると、処

分ランクＣに該当し、業務停止３ヶ月となる

が、実際は１ヶ月の処分であった。それから現

在まで、法令等の条件的な変化が無い中で、当

然、同じ行為であれば同じ処分であるはずと思

われるが、それとの整合は、どうするのか？ 

・ 平成 14 年の事例における処分の内容は、当時

の建築行政に係る他の処分基準等を参考に、当

時の建築行政の状況を勘案して定めたもので

あります。 

 

 

 

 

・ 「安全性等、法的に問題がなかった場合」であ

れば、そもそも処分事由には該当しない旨を明

記すべき。 

 

・ 「安全性等、法的に問題がなかった場合」であ

っても、確認検査業務に過失があれば、処分さ

れる場合があります。実際の処分に当たって

は、確認検査の業務に係る不正行為等に関し、

立入検査等により把握された事実に基づき、当

該処分基準に照らし、情状も加味した上で適切

に行われます。 

・ 処分基準に基づいて実際に処分をしようとす

るとき、今後の建築確認・検査制度の信頼性向

上という見地から、以下のこととの整合性を保

って実施されるべきであると思料する。前回の

建築基準法の改正に際して、平成 10年 5月 28

日の参議院国土・環境委員会における、政府委

員小川忠男住宅局長（当時）の答弁には、「・・・

行政上も、故意あるいは重過失をした確認検査

員その者に対して業務停止あるいは登録その

ものを抹消する行政処分があり得る。恐らく故

意の場合には、確認検査員だけでなく、確認検

査員が属している指定確認検査機関、会社とし

ての確認検査機関そのものに対しても業務停

・ 実際の処分に当たっては、御指摘の点も踏ま

え、確認検査の業務に係る不正行為等に関し、

立入検査等により把握された事実に基づき、当

該処分基準に照らし、情状も加味した上で適切

に行われます。 

 



止あるいは指定取り消しがあり得る。」とある。

・ 特定行政庁への報告義務違反等について、処分

ランクＤではなく、処分ランクＥの監督命令が

妥当である。 

 

 

 

 

 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が建築基準法に基

づく処分を行う場合の統一的な基準について、

国土交通大臣が指定する指定確認検査機関の

行う確認検査の業務に係る不正行為等に厳正

に対処し、もって確認検査の業務の公正かつ適

確な実施を確保することを目的として定める

ものであることをご理解いただければと思い

ます。 

・ 処分の実効性を確保する為には、弁明の機会が

必要である。 

・ 行政手続法（平成 5 年法律第 88 号）に基づい

て適正な手続きを行うこととしています。 

・ 司法処分の手続き中でも行政処分を保留する

必要はないと考える。 

・ 司法処分の手続きのなかで事実が明らかにな

ることも想定されることから、司法処分の手続

き中に行政処分を保留することができる旨を

定めたものです。 

・ 処分基準の施行以前に行われた行為に対する

取り扱いを明確にすべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 業務停止中には、いかなる業務も行うことがで

きないのか、明確にすべき。 

・ 本処分基準の施行以前に行われた行為につい

ても、確認検査の業務に係る不正行為等に関

し、立入検査等により把握された事実に基づ

き、当該処分基準に照らし、情状も加味した上

で適切に処分が行われます。なお、本処分基準

は、改正行政手続法が 4月 1日に施行され、処

分基準を定める際のパブリックコメントの手

続きが義務化されたことから、これを踏まえて

パブリックコメントの手続きを経て定めるこ

ととしたものです。 

・ 業務停止処分を行う場合は、これまでと同様、

当該処分を受ける指定確認検査機関に対して、

新規の契約に基づく業務を行ってはならない

こと等の業務停止期間中に行ってはならない

業務をあわせて通知する予定です。 

・ 適切な指導があれば未然に防げたような違反

であっても指定確認検査機関のみが処分を受

けるのか。 

 

 

 

 

 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が建築基準法に基

づき指定確認検査機関の処分を行う場合の統

一的な基準について、国土交通大臣が指定する

指定確認検査機関の行う確認検査の業務に係

る不正行為等に厳正に対処し、もって確認検査

の業務の公正かつ適確な実施を確保すること

を目的として定めるものであることをご理解

頂ければと思います。 

・ 特定行政庁の違法な指示に従って行った行為

であっても、指定確認検査機関が処分を受ける

のか。 

 

・ 実際の処分に当たっては、確認検査の業務に係

る不正行為等に関し、立入検査等により把握さ

れた事実に基づき、当該処分基準に照らし、情

状も加味した上で適切に行われます。 



・ 指定確認検査機関の職員であった者が流出さ

せた顧客情報等についても、当該機関の秘密保

持義務がかかるのか。 

 

・ 実際の処分に当たっては、確認検査の業務に係

る不正行為等に関し、立入検査等により把握さ

れた事実に基づき、当該処分基準に照らし、情

状も加味した上で適切に行われます。 

・ 確認検査員の必要人数について、人員算定の方

法、時期等を明確に定めてもらいたい。 

 

 

 

・ 建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関

する省令（平成 11 年建設省令第 13 号）第 16

条に、業務を行う建築物等の区分に応じて年間

件数に対する確認検査員の必要人数を定めて

います。 

・ 各種報告義務について、１日でも遅れた場合処

分の対象となるのか。 

 

 

 

 

・ 各種報告義務について、１日でも遅れた場合に

は、処分の対象となり得ますが、実際の処分に

当たっては、確認検査の業務に係る不正行為等

に関し、立入検査等により把握された事実に基

づき、当該処分基準に照らし、情状も加味した

上で適切に行われます。 

・ 確認のミス等は判定資格者の問題であると考

えるが、指定確認検査機関も連帯責任を負うの

か。 

・ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 77

条の 35 第 2項第 5号の規定のとおり、確認検

査員が確認検査の業務に関し著しく不適当な

行為をしたときは、指定確認検査機関は、指定

の取消しや業務停止命令を受けることがあり

ます。 

・ 知事指定の機関、特定行政庁も処分の対象に追

加すべき。 

・ 都道府県知事が指定する指定確認検査機関の

処分の基準については、それぞれの指定権者に

より定められるものです。なお、建築基準法上

特定行政庁は国土交通大臣による処分の対象

とならないことをご理解いただければと思い

ます。 

・ 指定確認検査機関と登録住宅性能評価機関の

処分内容に軽重があり、公平さに欠けるので、

軽い側の揃えるべき。 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が建築基準法に基

づき指定確認検査機関の処分を行う場合の統

一的な基準について、国土交通大臣が指定する

指定確認検査機関の行う確認検査の業務に係

る不正行為等に厳正に対処し、もって確認検査

の業務の公正かつ適確な実施を確保すること

を目的として定めるものです。したがって、住

宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき

登録住宅性能評価機関の処分を行う場合の統

一的な基準と異なる場合があることについて

ご理解いただければと思います。 

・ 指定確認検査機関の処分の内容が、国土交通省

所管の航空会社、自動車会社等に対する処分の

内容に比べて厳しすぎるので見直すべき。他業

界・事例では、例えば業務停止は１日単位で出

されており、むしろ１ヶ月の業務停止が出た

ら、それは、異例的扱いとなる。それから比較

・ 本処分基準は、国土交通大臣が指定する指定確

認検査機関の行う確認検査の業務に係る不正

行為等に厳正に対処し、もって確認検査の業務

の公正かつ適確な実施を確保することを目的

として定めるものであることをご理解いただ

ければと思います。実際の処分に当たっては、



すると今回の基準案での業務停止期間が、最低

１ヶ月からというのは、他とのバランスを欠く

内容ではないかと思われる。 

確認検査の業務に係る不正行為等に関し、立入

検査等により把握された事実に基づき、当該処

分基準に照らし、情状も加味した上で適切に行

われます。 

・ 偶発的なミスの場合、即処分とするのではな

く、まずは指導監督を行うべき。 

・ 実際の処分に当たっては、確認検査の業務に係

る不正行為等に関し、立入検査等により把握さ

れた事実に基づき、当該処分基準に照らし、情

状も加味した上で適切に行われます。 

・ 書類の不備や是正指導により、検査後７日以内

に特定行政庁に報告することは困難な現状が

あり、処分対象とすべきではない。処分前に、

経過に応じて、口頭注意、文書注意、文書勧告、

監督命令等の配慮があってしかるべき。 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が指定する指定確

認検査機関の行う確認検査の業務に係る不正

行為等に厳正に対処し、もって確認検査の業務

の公正かつ適確な実施を確保することを目的

として定めるものであることをご理解いただ

ければと思います。実際の処分に当たっては、

確認検査の業務に係る不正行為等に関し、立入

検査等により把握された事実に基づき、当該処

分基準に照らし、情状も加味した上で適切に行

われます。 

・ 業務停止の期間が１年を超えると取り消しと

なる理由如何。 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が指定する指定確

認検査機関の行う確認検査の業務に係る不正

行為等に厳正に対処し、もって確認検査の業務

の公正かつ適確な実施を確保することを目的

とするものであり、業務停止期間が１年を超え

るような不正行為等の積み重ねは取消し処分

に相当すると考えております。 

・ 法第77条の35第2項第5号の処分の内容を厳

しくすべき。 

 

 

・ 実際の処分に当たっては、確認検査の業務に係

る不正行為等に関し、立入検査等により把握さ

れた事実に基づき、当該処分基準に照らし、情

状も加味した上で適切に行われます。 

・ 処分を行った場合には、公表すべき。 

 

・ 建築基準法第 77条の 35第 3項に基づき、取消

しや業務停止の処分を行った場合は公示され

ることとなります。 

・ 長期間経過している場合の取り扱いについて、

長期間を５年間とするのは短すぎる。 

・ 「８」に規定する長期間経過している場合の取

扱いについては、「処分をしないことができる」

場合があることを定めているものです。なお、

実際の処分に当たっては、確認検査の業務に係

る不正行為等に関し、立入検査等により把握さ

れた事実に基づき、当該処分基準に照らし、情

状も加味した上で適切に行われます。 

・ 処分を行う場合の執行開始時期を処分の公表

後１ヶ月程度からとすべき。 

・ 処分を行う際の処分通知に当たっては、通知日

から一定期間を経た業務停止等の施行日を定

め通知することとしております。 

・ これまでの行政処分の基準を明示し、改正内容

を比較説明すべき。 

・ 本処分基準は、改正行政手続法が 4月 1日に施

行され、処分基準を定める際のパブリックコメ



ントの手続きが義務化されたことから、これを

踏まえてパブリックコメントの手続きを経て

定めることとしたものです。 

・ 別表の根拠条項法77条の35第2項第5号にお

ける「その他」の処分は実態を配慮し内容を決

定されたい。 

・ 確認検査の業務に係る不正行為等に関し、立入

検査等により把握された事実に基づき、当該処

分基準に照らし、情状も加味した上で適切に処

分が行われます。 

・ 情状等による軽減措置の期間を案の１／２と

する。 

・ 情状に関する規定は、建築行政に係る他の処分

基準を参考として定めようとするものであり、

適切であると考えています。 

・ 「１．趣旨」に掲げる文中、「･･･の業務に係る

不正行為等に厳正に対し･･･」のフレーズを削

除すべき。 

・ 本処分基準については、今回の耐震偽装問題の

ためだけに制定するのではなく、今後発生する

事案も含め、指定確認検査機関に対する処分一

般を適正に行うためのものであること、また、

確認検査業務の公正かつ的確な実施を確保す

ることを目的としていることを明記しており、

同様の事案の発生の防止を意図しているもの

です。 

・ 「３．処分の基本方針」に掲げる文中、「･･･、

不正行為等の･･･」のフレーズを削除すべき。

・ 本処分基準については、今回の耐震偽装問題の

ためだけに制定するのではなく、今後発生する

事案も含め、指定確認検査機関に対する処分一

般を適正に行うためのものであること、また、

確認検査業務の公正かつ的確な実施を確保す

ることを目的としていることを明記しており、

同様の事案の発生の防止を意図しているもの

です。 

・ 別表に掲げる処分内容は厳しすぎる。 ・ 本処分基準は、国土交通大臣が指定する指定確

認検査機関の行う確認検査の業務に係る不正

行為等に厳正に対処し、もって確認検査の業務

の公正かつ適確な実施を確保することを目的

として定めるものであることをご理解いただ

ければと思います。 

・ 処分の内容が業務件数との関係で定められて

いないので、多く取り扱っている会社が不利に

なる。 

・ 全ての確認検査が適確に行われるべきであり、

取扱い件数の多寡により異なる基準を適用す

ることは、国土交通大臣が指定する指定確認検

査機関の行う確認検査の業務に係る不正行為

等に厳正に対処し、もって確認検査の業務の公

正かつ適確な実施を確保するという目的に照

らし不適切であると考えています。 

・ 処分事由の義務違反の範囲、内容をもっと明確

にするべき。 

・ 処分事由は建築基準法に基づき規定している

ものであり、実際の処分に当たっては、確認検

査の業務に係る不正行為等に関し、立入検査等

により把握された事実に基づき、当該処分基準

に照らし、情状も加味した上で適切に行われま



す。 

・ 業務停止命令１ヶ月は厳しすぎるので、業務停

止命令を１日、３日、７日、１０日などとして

定めるべき。 

・ 本処分基準は、国土交通大臣が指定する指定確

認検査機関の行う確認検査の業務に係る不正

行為等に厳正に対処し、もって確認検査の業務

の公正かつ適確な実施を確保することを目的

として定めるものであることをご理解いただ

ければと思います。実際の処分に当たっては、

確認検査の業務に係る不正行為等に関し、立入

検査等により把握された事実に基づき、当該処

分基準に照らし、情状も加味した上で適切に行

われます。 

・ 構造計算書偽装問題について、現在、司法の場

や行政機関でその問題点等について解明中で

あり、処分の基準の策定を急ぐべきではない。

・ 本処分基準については、今回の耐震偽装問題の

ためだけに制定するのではなく、今後発生する

事案も含め、指定確認検査機関に対する処分一

般を適正に行うためのものであること、また、

確認検査業務の公正かつ的確な実施を確保す

ることを目的としていることを明記しており、

同様の事案の発生の防止を意図しているもの

です。 

・ 設計者の責任において設計図書を作成する（安

全性を保証する）という当然のルールの中で、

設計者の計算ミス、データの入力ミス、技術力

不足、設計にかける時間が足りないことによる

設計図書の不備などに対してまで、指定確認検

査機関が責任を負うのは不合理ではないか。 

・ 確認検査の業務に係る不正行為等に関し、立入

検査等により把握された事実に基づき、当該処

分基準に照らし、情状も加味した上で適切に処

分が行われます。 

・ 国民の生命、健康及び財産の保護を図るという

法の目的に対して、指定確認検査機関に対する

処分が「処分ランクＡ」においてさえも「取消

し」に止まっているのは、結果が重大またはそ

の社会的影響が大きい違法行為の抑止力とし

ては不十分であり、10 年以上の懲役刑を処分

として盛り込むべき。 

・ 今回定める「指定確認検査機関の処分の基準」

は行政処分について定めるものであり、指定の

取消しが最も重い処分であることをご理解い

ただきたいと思います。 

・ 指定確認検査機関が「処分」に対する不服申し

立てをすることができる第三者で構成する審

査会を設けるべき。 

・ 行政手続法（平成 5 年法律第 88 号）や行政不

服審査法（昭和 37 年法律第 160 号）に基づい

て適正な手続きを行うこととしています。 

 

※ 類似の内容については、趣旨を損なわない範囲で適宜まとめさせて頂きました。 

※ いただいたご意見のうち、本件に直接関係がございませんでした制度改正等に関するご意見につ

いても、今後の検討の参考とさせて頂きます。 

 


